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第２６期 第 12 回法学委員会議事要旨 

日時： 令和 7 年 5 月 5 日（月、祝）20:00～21:10 

会場： オンライン会議システムによる開催 

出席者：小畑郁（幹事）、川嶋四郎（委員長）、島岡まな（副委員長）、島村健、只野雅人、

丸谷浩介、三成賢次、南野佳代、山田八千子（幹事） 

欠席者：大久保規子、大塚直、越智敏裕 

（以上、敬称略・五十音順） 

議 題 

１．「日本学術会議から内閣府への質問（懸念事項）及び内閣府からの回答（見解）に対し

ての問題点の整理」について 

 法学委員会として、「問題点の整理」を作成することとし、内容について種々議論の上、

別添資料の通り作成した。最終的な修文については、委員長に一任の上、委員に回覧し、確

定させることとした。 

２．夏季部会について 

 8 月９日、10 日に開催される夏季部会とあわせて開催されるシンポジウム「AI 時代に「対

話」の意味を考える」での話題提供者として、只野雅人会員にお願いすることとした。 

３．その他 

 法学委員会を含む多くの分野別委員会合同の分科会による「人文・社会科学におけるオー

プンサイエンスを踏まえた研究データ基盤の形成」についての意思の表出を行う旨の申出

書を事後承認した。 

＜別添資料＞ 

「日本学術会議からの質問（懸念事項）に対する内閣府からの回答（見解）」における問題

点の整理（議題１記載に相当する文書。文書名変更） 
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＜別添資料＞ 

2025年 5月 5日 

 

「日本学術会議からの質問（懸念事項）に対する内閣府からの回答（見解）」に

おける問題点の整理 

 
                                   日本学術会議  

第 26期 法学委員会 

 

日本学術会議は、これまで、「ナショナルアカデミーとして組織が満たすべき 5要件（①

学術的に国を代表する機関としての地位、②そのための公的資格の付与、③国家財政支出に

よる安定した財政基盤、④活動面での政府からの独立、⑤会員選考における自主性・独立性）

すべてを充足し、よりよい役割の発揮に資するのであれば、法人化を含む制度改正の議論に

反対するものではない。」との基本姿勢をとってきた。 

しかしながら、現在国会で審議されている日本学術会議法案は 5 要件すべてを充足する

ものとはなっていない。日本学術会議は、「日本学術会議法案に関する懸念事項について」

（【懸念事項】）（2025 年 3 月 24 日。https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf2/kenen250324.pdf）

で、法案に多くの懸念すべき点があることを指摘した。 

これに対する回答として、内閣府は、「日本学術会議法案に関する見解について」（【見解】）

（ 2025 年 4 月 8 日 。 https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf2/kenkai250408.pdf; 

https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf2/gaiyou250324-0408.pdf）をとりまとめているが、この回

答においても、日本学術会議が指摘した懸念事項は、いずれも払拭されていない。 

そこで、この【見解】における問題点について、改めて整理し、法案の【問題点】を明ら

かにしたい。 

 

 

１．基本理念 

 

【懸念事項】 

現行の日本学術会議法は、前文に「日本学術会議は、科学が文化国家の基礎であるという

確信に立つて、科学者の総意の下に、わが国の平和的復興、人類社会の福祉に貢献し、世界

の学界と提携して学術の進歩に寄与することを使命とし、ここに設立される。」との記述が

置かれ、日本学術会議は、1948 年の設立以来、このような理念の下で、国民から負託され

た使命を果たすための活動を行ってきた。「科学が文化国家の基礎」「わが国の平和的復興」

といった理念は日本学術会議の成り立ちからしても不可欠の要素であるが、今回の法案に

は記載がなく、これまでの日本学術会議の継続性を失わせてしまうものとなるのではない
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か。また、「文化」・「平和」が「知的資源」・「経済社会」と同義ではなく、法制上使用でき

ないということはないと考えるが、文化や平和という文言を使用しない理由は何か。そもそ

も､現行法の前文を維持できないという理由はなく、なぜ法案において現行法の前文を記載

しないのか。 

【見解】 

法案における日本学術会議の目的及び基本理念は、日本学術会議の拡大・深化する使命・

目的を現代の視点から捉え直し、法制的な観点から適切な用語を用いて記述したものです。

現行法の基本理念は新法に引き継がれていくことになり、日本学術会議の継続性が失われ

るということにはなりません。 

国が設立する法人に対して国民が負託する使命・目的を表現する用語は、より恒久的・普

遍的なものとすることが適切です。このため法案では、「科学が文化国家の基礎」、「わが国

の平和的復興」を包含する「学術に関する知見が人類共有の知的資源」、「経済社会の健全な

発展」という表現を用いています。 

法案において前文を記載していない（基本理念を条文として記述している）のも法制的な

理由によります。戦後まもなくの立法例を除けば、いわゆる基本法のほかは特に補償等を行

う場合を除き前文は置かれていません。組織法である日本学術会議法においても、基本理念

は条文の形で規定しています。 

前文か条文かという形式の差によって基本理念の記述や重要性に法的に差が生じる訳で

はなく、組織としての継続性に影響が及ぶものでもありません。 

なお、日本学術会議は自主的・自律的な組織であり、法律の規定を前提としつつも、体現

すべき基本理念や追求すべき目的等を主体的に議論し、積極的に国民に示していくことは、

法がむしろ想定しているところと考えます。 

 
【問題点】 

⇒ 日本学術会議法は、各領域から選ばれた構成員からなる学術体制刷新委員会の答申に

基づき制定された。文字どおり科学者の総意を体現する法律であり、前文はそうした法

律の基本的な性格を強く規定する。「文化国家の基礎」、「わが国の平和的復興」といっ

た言葉は、それ以降の科学者コミュニティーがその重みを受け止め、時代ごとの変化を

もふまえ、都度再解釈してゆくべきものである。科学者コミュニティーの同意を得るこ

となく、前文を廃止し、独自の視点から基本理念や目的に関する置くことは、ナショナ

ルアカデミーである日本学術会議のあり方を根本的に改変することとなりかねない。 

また、基本法などを除けば前文は置かれないというが、食品ロス削減推進法等、基本

法以外にも前文は置かれている。また、法令用語辞典（大森政輔ら編）においても、制

定の大理想を厳粛に宣明する必要があるときに前文を置くものとされている。ナショ

ナルアカデミーについて定める法律は、まさにこのような場合に該当するのであり、ナ

ショナルアカデミーの本質に即して、前文が定められる必要がある。前文以外の規定に
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ついても、同様に考えるべきである。 

内容についても、「科学が文化国家の基礎」、「わが国の平和的復興」という基本理念

が、「学術に関する知見が人類共有の知的資源」、「経済社会の健全な発展」に包含され

ているなど強弁することは、国語的にも不可能である。資源の少ない日本は、科学に礎

を置く文化国家として発展するほかない。また「平和的復興」が時代にそぐわないのだ

とすると、「平和的発展」とすればよい。 

 

【懸念事項】 

また、日本学術会議がナショナルアカデミーとして活動するためには、政治的、社会的に

独立性を保ちながら、科学的な見地から問題の発見と解決法の提示、社会の未来像の提言、

国際的な連携活動を通じた科学の共通認識の形成等に努めなければならない。現行の独立

行政法人制度や最高裁の判例を見ても、法人であるということのみをもって独立性が確保

されることにはならないが、法案には独立性の確保に関する規定がなく、ナショナルアカデ

ミーとして独立の立場で健全な活動を行うことに関して懸念がある。また、仮に国を主語と

して、その法律の運用に当たっての留意事項を規定する場合に「尊重しなければならない」

との用例が無いとしても法制上定められないとまでは言えず、日本学術会議は独立性の確

保が必要であるという特質を踏まえれば、自主性・自律性については尊重規定とすることが

適当ではないか。 

【見解】 

現行法の「独立して職務を行う」という規定は、行政機関である日本学術会議が政府各府

省庁の掣肘を受けないために置かれた規定です。すなわち、通常、行政機関が意思表出等を

行う場合には関係府省庁との調整が必要となるため、日本学術会議が各府省庁との調整に

よって自由な意思表出等が出来なくなることを避けるためのものです。特殊法人に移行す

る日本学術会議は、意思表出等において各府省庁の掣肘を受ける可能性がなくなり、当然に

独立して活動することができます。 

法制上のルールとしては、上記のように、法定せずとも明らかである事項に係る条文は置

かないことになっていることを御理解ください。 

日本学術会議が国から独立した法人格を有する法人として活動することを政府が尊重す

べきことは当然であり、閣議決定（「経済財政運営と改革の基本方針 2024(令和 6 年 6 月 21

日)）においても、今次改革が日本学術会議の「独立性の徹底」を前提としていることを政

府として明らかにしています。日本学術会議の独立性及び自主性・自律性を尊重した制度設

計に努めるとともに、国の責務として、日本学術会議の自主性・自律性に常に配慮しなけれ

ばならない旨を規定しています。法案の審議に当たっても、必要な答弁をしてまいります。 

 また、国等の尊重義務を定める法律の例があることは承知していますが、国を主語として

法律の運用上の全般的な留意事項として記す場合には、「配慮しなければならない」と規定

することが通例であり、「尊重しなければならない」との用例はありません。 
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教育基本法第７条第２項には「大学については、自主性、自律性その他の大学における教

育及び研究の特性が尊重されなければならない。」との規定がありますが、これは国に限ら

ず、広く一般にこれらの性質が認知され、肯定的にとらえられるべきとの趣旨で定められて

いるものである一方、国の責務を定めた国立大学法人法第３条においては「国は、この法律

の運用に当たっては、国立大学及び大学共同利用機関における教育研究の特性に常に配慮

しなければならない。」としています。国立大学法人法第３条の規定は、国立大学法人法に

おいて国立大学の自治を法制的に確立させる規定のうちの一つであり、条文の趣旨に照ら

しても日本学術会議に対する国の責務の規定はこれに倣うことが適切です。 

ちなみに、御指摘の最高裁の判例が何を指すものか明示されていませんが、昭和 53 年の

鉄建公団に関する判例であれば、当該判例は公団が国から独立した法人であることを前提

に、取消訴訟の取扱いについて主務大臣による事業計画の認可等を理由として実質的には

国と同一体をなすものと認めるべきとされた事例であり、この法案には当てはまらない事

例です。 

なお、「尊重/配慮」に限りませんが、法制上の用語や規定ぶりは既存の法体系全体におい

て統一的・整合的に用いなければならないことから、同一又は近似する用語や規定であれば、

できるだけ既存の表現に依ることとするのが法制的な作業の考え方であることについても

御理解ください。 

 
【問題点】 

 ⇒ 政府自らが昭和 53 年の鉄建公団に関する判例について述べているように、法人格

を有するというだけでは必ずしも国からの独立性の保障を意味するわけではなく、国の

関与・監督の内容・程度・方法により独立性の程度は左右される。独立性はナショナル

アカデミーにとって最も重要な条件であり、その徹底を図るためには、自主性・自律性

と共に、独立性が十分に尊重されるべきことを明記する必要がある。また、政府からの

組織上の独立のみならず、特定の利害から独立して職務が行われることを確保すること

も求められる。さらに、自主性または自律性の尊重規定は教育基本法に限らず、日本銀

行法（3条 1項）等、数多くの法律に置かれており、自主性・自律性が国に限らず、広

く一般に認知されるべきことは、日本学術会議についても同様である。このように、独

立性の尊重規定を置くことが法制上できないという理由は見当たらず、法制上の慣例に

とらわれることなく、ナショナルアカデミーの本質に即して、定められる必要がある。 

   内閣府の説明は、現行法の下では「特殊法人に移行する日本学術会議は、意思表出等

において各府省庁の掣肘を受ける可能性」があるが、法案の下では国から独立した法人

格が認められるので、独立性を法文上、書く必要がないというものであるが、誤りであ

る。現行法の下で、学術会議は各省庁の掣肘を受ける余地はなく、かえって、法案の下

で大臣任命の監事、大臣任命の評価委員からなる評価委員会の関与・評価を受け、内閣

総理大臣の監督権も認められるなど、独立性を脅かす仕組みが設けられている。本年 4
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月 15日の日本学術会議総会決議は、国会審議において、これまでにはなかった、ナシ

ョナルアカデミーの独立性を損なうおそれのある条文案を修正するよう要請するもの

である。 

 

 

２．機関 

 

【懸念事項】 

法人の運営の全般について外部の意見を幅広く聴くための仕組みは、その時々の状況に

応じて日本学術会議が柔軟に必要な機関を設置できることが望ましく、運営助言委員会と

して法定する理由がなく、業務の肥大や運営の硬直化を招くのではないか。 

【見解】 

運営助言委員会は、報告書を踏まえ、日本学術会議の独立性及び自主性・自律性を尊重し

つつ、活動・運営に外部の知見を取り入れる仕組みとして制度化するものです。より良い役

割発揮に向けて活動・運営を充実させていくため、アカデミー外部（日本学術会議の外 

の研究者集団）、産業界、その他のステークホルダーの問題意識やニーズを幅広く拾い上げ

るとともに、組織管理や経営の専門家、会計、広報の専門家など会員ではカバーしきれない

分野の人たちから適切なサポートを受けていくために活用されることが想定されています。 

また、このような仕組みに限ることなく、日本学術会議において必要に応じて外部の意見

をさらに幅広く聴くために、さまざまな方法を検討されることもありうると考えています。 

 
【問題点】 

⇒ 助言のための機関は、海外アドバイザリー・ボードのように、ナショナルアカデミー

の活動に適した形態で、日本学術会議が自主的・自律的な立場から柔軟に設置・改廃で

きるようにすれば足り、法定すべき理由が認められない。また、法定された仕組みに加

え、日本学術会議において独自の方法を設けることは運営の負担やコストが過大となり、

タイムリーでスピーディーな活動を阻害する可能性がある。 

 

【懸念事項】 

会員による総会の招集について、これまで日本学術会議会則で定められていた規定が法

定され、かつ、例えば会員による総会の招集に必要な人数が会員総数の三分の一以上とされ

るなどその要件に変更が加えられており、日本学術会議の運営における独立性・自主性が損

なわれ、また、これらにより、ボトムアップ型のガバナンスを弱体化させているのではない

かとの懸念がある。 

現在の日本学術会議総会は対面参加を原則とし、全国各地の大学、研究機関等を本務とす

る会員 210 人の定足数を満たす日程の調整には相当の時間を要する。他に本務を持つ会員
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250 人が総会を機動的に開催することは非常に困難であり、総会において決議しなければな

らない事項は厳に必要なもの限るべきであると考える。例えば、「年度計画の作成」「自己点

検評価書の作成」「予算の作成」「役員の報酬等及び職員の給与等の支給の基準の作成又は変

更」「業務方法書の作成」「財務諸表の作成」「利益の残余の処分に係る金額と使途」「積立金

の処分に係る金額及び日本学術会議が定めるもの」「政府出資等に係る不要財産」等につい

て、その決定に関する権限を役員会に委譲するなどとしなければ、機動的かつ適正な運営は

できないのではないか。 

【見解】 

日本学術会議は、会員によって集団的な業務運営が行われることを想定しているため、す

べての会員により構成される総会が、最高意思決定機関であるとともに執行機関でもある

ことになります。 

法案では、国が設立し国の財政負担で運営される日本学術会議の適正・適切な活動・運営

を確保するため、総会の運営（招集・決議事項等）に関する事項を法定するものです。 

総会の招集については、新法では必ず招集しなければならない場合を規定しているにす

ぎません。総会の招集に必要な人数については、他の法人の例も参考にしつつ、会員総数の

３分の１以上としていますが、運用上、これを下回る数（例えば現行の運用と同じく 30 人

以上など）の会員から求めがある場合の対応について、現在の運用を踏まえて内部規則で別

に定めることは可能です。 

必要的な決議事項については、オンライン会議の浸透を始めとする社会の変化を踏まえ

つつ、機動的な意思決定が行えるよう、役員会等による事前の検討・調整や委任状の活用な

ども含め、日本学術会議において適切な方法を検討していただきたいと考えています。 

 
【問題点】 

⇒ 「機能強化に向けて独立性・自律性を抜本的に高めるため」の法案に、現行の日本学

術会議法よりも詳細な規定が随所に設けられており、これらの規定が、ナショナルアカ

デミーに不可欠な、自律的な内部組織の編成や運用を妨げるおそれがある。また、詳細

が政令、府令に委ねられている箇所も多く、日本学術会議の規則制定権が現在よりも大

きく制限され、その自律性が阻害されないか、懸念が残る。 

 

 

３．会員選考 

 

（１）選定助言委員会 

【懸念事項】 

会員の選任は、日本学術会議が独立性・自主性を確保するための中心的な要素である。分

野別業績審査委員会の研究分野の別、同委員会が行う研究又は業績の審査の基準及び方法、
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会員の候補者の選定の基準及び方法等については、日本学術会議が自ら検討し、決定するべ

きものであり、会員を含まない外部の有識者からなる選定助言委員会からの助言を得なく

てはならない仕組みとすることは適当ではなく、また、業務の増大としかならない懸念があ

る。 

また、選定助言委員会の職務として「会員の候補者の選定に関し、会員候補者選定委員会

の諮問に応じて意見を述べること」と規定されており、個別の候補者の選定において会員以

外の者からなる選定助言委員会が意見を述べることが否定されていない。「諮問に応じて」

という規定ぶりにはなっているものの、全く諮問しなければ評価委員会等の指摘を受ける

可能性もある。 

限られた者のみの意見が反映される仕組みとなることで、現会員により次期会員を選任

する制度（コ・オプテーション方式）が歪められる懸念がある。 

【見解】 

日本学術会議の活動・運営を担う会員の選考・選定は極めて重要であり、会員構成に学問

の進歩や社会の変化が自律的に反映されることの必要性は、懇談会における議論の中でも

繰り返し指摘されていました。 

新分野への対応やダイバーシティ向上のために外部の知見を取り入れつつ、選考・選定プ

ロセスの客観性・透明性を高め説明責任を果たすことは、法律により設立される法人への要

請として、制度的に担保される必要があります。 

報告書では、アカデミア全体や産業界等から会長が任命する科学者（会員以外）を委員と

する選定助言委員会の設置を法定し、会員選考の方針の案等を作成するに当たって意見を

聴くことは、学術の独立性や日本学術会議の自律性、コ・オプテーションの理念と、外部の

知見を取り入れる必要性、分野や選考の固定化・既得権化の抑止、議論や決定過程の透明化・

国民への説明責任などを調和させる工夫として、極めて優れた仕組みであるとされていま

す。 

選定助言委員会の所掌事務は、選定方針の案の作成に関し意見を述べることと諮問に応

じて意見を述べることの２つに限定されており、個別の選考についての助言を行わないこ

とは条文上も明らかです。 

また、選定助言委員会の委員は総会が選任することになっており、必要があれば総会の判

断で委員を交代させることは可能です。委員以外の有識者等から必要な意見を聴取するこ

とも、日本学術会議において検討していただければよいと考えています。 

 

【問題点】 

 ⇒ 総会選任とはいえ、会員以外から構成され、かつ、選定方針のみならず、候補者選定

についても意見を述べることのできる選定助言委員会が法定されることで、かえって、

特定の利害の影響を受ける可能性も排除できない。日本学術会議が、会員選考プロセス

の改善に努めてきたことも、適切に考慮されていない。 
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（２）会員の選任・方針・選考手続等 

【懸念事項】 

会員の選任は、日本学術会議が独立性・自主性を確保するための中心的な要素であり、そ

のためには、日本学術会議が自ら詳細なルールを決定できることが肝要である。その観点か

らすると、法案における会員及び会員の選任関する規定は多岐かつ詳細にわたっており、会

員の選任に関する日本学術会議の独立性・自主性が失われるのではないかという懸念があ

る。 

【見解】 

報告書において、投票制などの具体的な選考プロセスは、選考助言委員会の意見を聴きな

がら日本学術会議が自律的に決定することが適当だが、大枠は法律により制度的に担保さ

れることが必要であるとされており、具体的には以下の事項が記載されています。法案は 

報告書のこの記述に沿って作成しています（報告書 p14 を参照ください。）。 

①  ダイバーシティの大枠、専門分野の設定及び会員数の配分を内外に説明できる形で

あらかじめ定めること 

②  候補者となる者の裾野を広げるため、会員以外（大学、学協会、国研、産業界等）か

らの候補者推薦の仕組みを設けること 

③ 各専門分野における選考は、少なくとも当該専門分野に所属する会員全員が参加する

投票により行うこと 

※専門分野以外の会員もある程度入っている方が、幅広い視点からの議論・選考とい

う観点からも望ましい 

④ 当該専門分野以外の会員が参加する大分野別又は会員全体での投票を行い、候補者を

絞り込むこと 

⑤ 議論の過程や投票結果は関係者において共有されること（保秘にも注意） 

※形式的なものではなく実質的な意味のある投票とすべき 

 

【問題点】 

 ⇒ 上記の①～⑤自体が詳細にわたっており、大枠を法律により制度的に担保するもの 

となっていない。現在も、さまざまな情報の公表により、透明性の確保がなされている。

また、法案では分野別業績審査委員会等、報告書にも記載されていない仕組みも設けら

れている。  

 

（３）新たな日本学術会議発足時の会員の選定（特別の選考） 

【懸念事項】 

海外のナショナルアカデミーと同様のコ・オプテーション方式は、有識者懇談会の議論及

び最終報告において会員の選任に関する前提とされていたところであり、日本学術会議と
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しても当初からコ・オプテーション方式は維持するべきものと考えているところである。し

かし、法人発足時及び 3 年後の会員選定については、法案によれば、コ・オプテーション方

式をとらず、現会員ではない外部の有識者を入れた候補者選考委員（候補者選考委員は会長

が選任するが、選任に当たっては会員以外の内閣総理大臣が指定する者との協議を要する

ものとされている。）により会員候補者を選考することとされている。これは会員以外の者

の選考によって会員の全員を入れ替えることで、現行の日本学術会議の人的継続性を失わ

せることを念頭に規定されているのではないか。そうであればコ・オプテーション方式を維

持するために、特別の選考に関する規定については根本的に見直す、あるいは選考委員は会

員の中から任命する、などとすることが適当ではないか。 

【見解】 

報告書においては、新法人発足時の会員選考の方法については、新分野・融合分野への対

応、ダイバーシティを踏まえた会員の多様性の拡大などの観点から、現会員だけによる候補

者の研究・業績の卓越性の精査では必要十分な選考を行うことは難しく、大幅な見直しを行

った平成 17 年制度改正時を参考にして、現会員だけによるコ・オプテーションではなく、

多様な視点からよりオープンに慎重かつ幅広く選考する方法により行うことが適当である

とされています。 

このため、法案では、新たに会員となる 250 人の選考・選任はオープンに慎重かつ幅広

い方法で行うこととしつつ、報告書で言及されていませんでしたが、コ・オプテーションの

要請を尊重し、現会員が候補者選考委員会の委員になることを可能とし、総会による承認・

推薦の手続きも追加しました。平成 17 年制度改正時とは異なり、現会員の意向が新会員の

選考・選定に反映されることになります。 

なお、日本学術会議からの推薦に基づいて新会員の予定者の指名を行う設立委員は優れ

た研究又は業績がある科学者に限定しており、現会員が指名されることも可能になってい

ます。 

また、第26－27期会員にも引き続き新法人の会員として活動いただくことになっており、

組織としての継続性は十分に確保できる設計となっています。 

 

【問題点】 

⇒ 会長が任命する候補者選考委員に会員以外のものを入れる趣旨の規定を置き、任命

に際し内閣総理大臣が指定するものとの協議を義務付けることにより会長の任命権を

限定している点、及び同様の仕組みを発足から 3 年後の会員選定にも適用する点は、

発足時及び 3 年後の会員選考におけるコ・オプテーションの本質を否定するものであ

ると言わざるを得ない。また、法案の候補者選考委員会の仕組みが、現行の選考方式よ

りも、「新分野・融合分野への対応、ダイバーシティを踏まえた会員の多様性の拡大な

どの観点」から、コ・オプテーションによる現行の制度よりも当然に優れているとなぜ

言えるのか、十分な説明もなされていない。 
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（４）公務員との兼務（省略） 

 

 

４．ガバナンス 

 

（１）監事 

【懸念事項】 

監事の職務は日本学術会議の業務の監査とされており、具体的な範囲や内容が限定され

ていない。内閣総理大臣が任命する監事が科学的助言や国際活動等の具体的な対象・内容等

に意見を呈する可能性があるのであれば、政府からの独立性が確保されているからこそ適

切に機能が発揮できるナショナルアカデミーとしてのこれらの活動の信頼性が失われるの

ではないかという懸念がある。 

また、今回の法案では、他の法人の例と異なり、法人の長と監事の任命権者が異なってい

る。特に、総会ではなく内閣総理大臣が選任することとされている監事が、総会と異なる方

針で役員の業務の監査を行うこととなると、法人の適正な運営に支障を生じるのではない

か。 

【見解】 

監事は、一般に、法人の業務執行を監査することを職務権限とする機関をいいます（法令

用語辞典(第 11 次改訂版)）。法案における監事の所掌事務に関する規定も他の法人の監事

と同じ一般的なものです。監査事項としては、計画・規則等の整備状況及び実施状況、予算

の執行状況・資金運用の状況及び決算の状況、物品の管理状況及び人件費の状況等が想定さ

れます。他の法人等の監事が個々の教育研究内容に立ち入るものでないことと同じく、活動

の学術的な内容・価値を判断することもありません。他の役員とは異なり、法人の運営に職

務として直接携わることもできません。 

監事はその職務の性質上、法人の業務執行機関に対して独立の地位を保持する必要があ

るから、その選任は、業務執行機関の選任とは別個に行われ、業務執行機関の長により選ば

れることはありません（法令用語辞典(第 11 次改訂版)）。日本学術会議の総会は法人の 

執行機関でもあることに留意願います。 

内閣総理大臣が日本学術会議の監事を任命するのは、国が設置し国の財政負担により運

営される法人が適法・適正に運営されることを設置者として担保するためです。 

なお、監事には法令や規則を遵守し法人（日本学術会議）のため忠実に職務を遂行する義

務が課されており、任命権者（内閣総理大臣）のために業務を行うものではありません。 

 

【問題点】 

 ⇒ 上述の監査対象となる事項は広汎であり、監査が活動の学術的な内容・価値に実質的
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な影響を及ぼすおそれは排除できない。また、監事が「法人（日本学術会議）のため忠

実に職務を遂行する」義務を課されており、任命権者のために業務を行うものではない

とするならば、監事の任命に日本学術会議の意向を反映させたとしても、問題はないは

ずである。国が設置する法人の長と監事の任命権者が異なることは、両者の地位のバラ

ンスという点でも問題を孕んでいる。さらに、法案では財源を補助金とすることが予定

されているが、国が補助金を交付する組織の監事をすべて国が任命しているわけでは

なく、その必要性もないことは明らかであり、監事の任命に日本学術会議を全く関与さ

せず、かつ、2名の監事をともに会員以外の者とすることに、合理的な理由は見当たら

ない。適正な運営がなされていることの説明責任は、大臣任命の監事によらなくとも、

十分に担保しうる。 

   さらに根本的な問題は、法案が、日本学術会議を、一般の独立行政法人の制度とほぼ

同様の性格をもつ法人として設計しようとしていることである。「学術会議には監事の

制度が必要であり、かつ、総会が業務執行機関であるから業務執行機関が監事を選ぶこ

とはない」という類の主張は、新しい学術会議を独立行政法人に似せて設計しようとす

ることに起因するものである。そのような発想に囚われた結果、ナショナルアカデミー

のグローバル・スタンダードを抽出した 5 要件を充足せず、ナショナルアカデミー本

質を弁えない制度設計になっているといわざるをえない。 

 

（２）評価委員会 

【懸念事項】 

評価委員会の職務は、①自己点検評価の方法及び結果について調査審議し、日本学術会議

に対して意見を述べること、②中期的な活動計画について日本学術会議に対して意見を述

べること、とされているが、その具体的な範囲や内容は示されていない。科学的助言の対 

象やその設定、内容等は日本学術会議の独立性・自主性によるべきものであるが、内閣総理

大臣の任命による評価委員が、これらについて評価し、意見を述べることとなると、科学的

根拠に基づく助言の中立性に疑義を生じさせかねないのではないかという懸念がある。評

価委員会が行う評価の範囲や方法はどのようになるのか。 

【見解】 

独立行政法人についての評価は、業務の実績について行われるのに対し、法案では、日本

学術会議評価委員会が意見を言う対象は「自己点検評価書に記載された自己点検評価の方

法及び結果」に限定されています。 

「中期的な活動計画」に対しては、独立行政法人等の「中期計画」と異なり、国からの目

標の指示や計画の認可はありません。中期的な活動計画を自主的・自律的に策定いただくこ

とを前提に、計画期間終了後に適切な評価が可能となるよう、あらかじめコミュニケーショ

ンをとっておく趣旨で、日本学術会議評価委員会は中期的な活動計画に対し意見を述べる

ことができることとしています。 
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このため、助言の中立性に疑義を生じさせることはないと考えていますが、法案の審議に

当たってもその旨を答弁してまいりたいと考えています。 

 

【問題点】 

 ⇒ 内閣総理大臣が任命する委員からなる評価委員会が内閣府に設置されるので、実際

の運用において、独立行政法人等の評価と同様の視点が介在しないか、懸念が払拭でき

ない。意見の対象は「自己点検評価書に記載された自己点検評価の方法及び結果」に限

定されるというが、自己点検評価の方法及び結果とそれ以外の事項の区分は明確では

なく、活動の内容と意思の表出の対象・内容やアクションプランなど、日本学術会議の

活動の本質部分に影響が及ぶことも懸念される。評価によるガバナンス強化を論じる

のであれば、日本学術会議が、外部評価など説明責任が担保できる仕組みの構築につと

めてきたことにも、十分留意するべきである。 

   助言の中立性に疑義を生じさせる条文となっている以上、「法案の審議に当たっても

その旨答弁」するだけでは足りず、国会審議において法文の修正をすることをお願いし

たい（本年 4月 15日の日本学術会議総会決議）。 

 

（３）中期的な活動計画、年度計画 

【懸念事項】 

有識者懇談会最終報告において「学術会議が国民や社会と適切にコミュニケーションを

とりながら活動していくためには、アメリカ、イギリスなどの海外アカデミーと同様に、中

期的な活動の方針を策定」する必要があると述べられていた。これは、日本学術会議が国の

個別の事業を実施する機関ではなく、ナショナルアカデミーとして、科学的助言、国内・海

外の学術団体との連携、科学リテラシーの向上等を行う組織であるということを踏まえた

ものと考えている。他方で、法案においては、「中期的な活動計画」とされ、また、記載す

べき項目として「予算・収支計画」、「資金計画」などの事項が規定され、かつ、その方法・

内容が内閣府令に委任されているが、これは独立行政法人のように政府による日本学術会

議の業務の詳細な管理を企図しているものではないかと危惧している。 

もし、最終報告が意図する中期的な活動方針が「世界最高のアカデミーにふさわしいビジ

ョン」であり、法案がこれを実現するものであるならば、法律上の名称を「計画」とし、記

載すべき項目に「予算・収支計画」、「資金計画」などの業務管理のための詳細な項目を規定

することは適当ではないのではないか。 

また、中期的な活動計画及び年度計画に基づく自己点検評価について評価委員会による

評価を受ける仕組みが規定されているが、これは独立行政法人のように詳細な評価書の作

成や SABC 等の評価を行い、政府による日本学術会議の業務の詳細な管理を企図している

ものではないか。 

【見解】 
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国が設立する法人にあっては、予定する業務や運営等について国民や国会に説明できる

ようにするとともに、それを将来にわたって約束することが求められます。このフレームの

ことを法制上は「計画」と表現します。このようなフレームが求められるのは、国が設立す

る（特に、国の財政負担で運営される）法人の説明責任に由来するものであり、業務の内容

が科学的助言、学術団体との連携、科学リテラシーの向上等を行う組織であるかどうかによ

るものではありません。 

一方、日本学術会議が策定する「中期的な活動計画」については、御指摘のようなアカデ

ミーとしての業務の性質も踏まえ、国からの目標の指示や計画の認可は行わず、計画におい

て定めるべき事項も独立行政法人等と比べて最低限のものとしています。このため、「中期

計画」という用語は用いていません。 

なお、「中期的な活動計画」の呼称について、例えば方針やアクションプランなどふさわ

しいものにしていただくことは差し支えありません。 

前述のとおり、日本学術会議評価委員会による評価の対象が自己点検評価の方法及び結

果に限定されていることは、法文上明確になっています。 

なお、日本学術会議のガバナンスに関する法案の考え方のポイントは、日本学術会議の独

立性及び自主性・自律性を尊重し、独立行政法人等のような人事・業務への国の関与（主務

大臣による法人の長の任命、中期計画の認可等）は行わず、評価制度等を通じて活動・運営

の実施と改善に関する法人自身の自律的なサイクルを整えるにとどめるという点にありま

す。法案の審議に当たっても、その旨を答弁してまいりたいと考えています。 

 

【問題点】 

⇒ 「中期的な活動計画」という文言が用いられているが、実質において、独立行政法人

等の「中期計画」とどれほど異なるものとなるのか判然としない。「中期的な活動計画」

の呼称を「例えば方針やアクションプランなどふさわしいものにしていただくことは

差し支えない」というが、そうであるなら、法文上も、「方針」など、独立行政法人と

は一線を画することが明瞭に示される文言を用いるべきである。 

国立大学法人では、「評価疲れ」も指摘される。監事や評価委員会の法定とも相俟っ

て、組織法的な観点からの過剰なガバナンスの要求が、ナショナルアカデミー本来の活

動を阻害しないよう、制度設計が行われるべきである。 

 

 

５．財政基盤 

 

【懸念事項】 

日本学術会議がナショナルアカデミーとして、我が国の科学者の代表機関として内外に

対してしっかりと活動していくために、これまでも国の機関として国費をいただいて運営
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を行ってきたところである。日本学術会議は主に審議機関としての性格が大きく、海外のナ

ショナルアカデミーが持っているような独自の財政的な基盤を持つことが困難な現状にお

いては、法人となるとしても引き続き財源の大部分を国費によって措置される必要がある

と考えている。また、有識者懇談会最終報告においては、「学術会議と国の関係は、学術会

議が自律的な活動・運営を通じて期待される機能・役割を十分に発揮し、国民から負託され

た使命・目的を実現していくという前提の下で、国もその活動を保障し支援する責務を負う

ものと整理されている」とされたところである。 

他方で、法案では「政府は、…業務の財源に充てるため、必要と認める金額を補助するこ

とができる」とされている。この規定によれば、活動に必要な経費の一部しか認められず、

かつ、いわゆる補助金という、具体的な予算執行の手続の面も含め、自由度の低い財政措置 

になるものと考えている。この場合、ナショナルアカデミーとして安定かつ自律した活動を

することが非常に困難になるのではないか。 

【見解】 

日本学術会議に対する国からの財政措置については、これまでも予算編成過程のプロセ

スを経て必要な金額が措置されており、今後も変わりはないものと考えています。これによ

って事務的な負担が増えるということにはならないと考えています。 

独立行政法人の多くに交付されている運営費交付金は、独立行政法人制度を前提とした

仕組みであり、国が示した中期目標に沿って中期計画を作り厳格な事後評価を行うといっ

た独立行政法人制度独自のスキームの中で柔軟に予算を使うことを可能とするものです。

この例を含め、法律上の「交付金」を交付されるためには、計画の認可や評価等の国による

ガバナンスを規定する必要があります。法案では、国は日本学術会議に対して目標を示すこ

とも中期計画を認可することも行わないので、交付金制度を用いることはできないものと

考えています。 

具体的な財政措置の方法としては、交付要綱で規定された内容に沿って使用する補助金

を検討しています。他の法人においては交付要綱により法人の組織運営全般に対して支出

している例があるものと承知しており、また、日本学術会議の自律性、独立性に鑑み、これ 

らを踏まえた制度設計となるよう検討してまいります。 

いずれにせよ、その業務の財源に充てるため必要と認める金額を措置するためには、予算

要求の前提として、翌年度に予定する活動・運営についての考え方や概要を明確に示すこと

が必要です。実施しようとする主な活動は、年度計画の中にしっかり位置づけられ、その 

意義やコンセプトが国民に説明できるものになっていることが望まれます。 

 

【問題点】 

 ⇒「機能強化に向けて独立性・自律性を抜本的に高める」ために法人化を行うというので

あれば、少なくとも、「その業務の財源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相

当する金額を交付することができる」と定める独立行政法人通則法 46条よりも財源の



16 
 

保障を強化する必要がある。財政基盤が不安定になると、政府の意向を過剰に考慮する

ことともなりかねず、政府と一定の緊張関係を維持してなされるべきナショナルアカ

デミーの活動が損なわれることも懸念される。 

   なお、公費だけに頼らず、外部資金の獲得に努めるべきだとの意見もありうるが、日

本学術会議が、特定の利害関係から独立して、科学的学術的視点から意見を表明して行

くためには、利益相反のような問題も意識せざるを得ない。外部資金の獲得には、慎重

な配慮が求められる。 

 

 

６．内閣総理大臣による是正要求等 

 

【懸念事項】 

内閣総理大臣による是正要求について、不正の行為及び法令違反に加え、これらの行為を

するおそれがある場合に、当該行為の是正のための必要な措置を講ずることを求めること

ができるとされているが､主として科学的助言機能を担う日本学術会議において､特に役員 

以外の会員が不正の行為のおそれがあるときとは､具体的にいかなる場合が想定されるの

か。 

【見解】 

主務大臣による違法行為等の是正の求めは、国が設立する法人が適法・適正に運営される

ことを担保するため、一般的に置かれている規定です。 

具体的に是正要求等が行われるのは、明確な法令違反が確認された場合、法令違反の蓋然性

が極めて高く、緊急の対応が必要な場合など、極めて例外的なケースのみが想定されます。 

 

【問題点】 

⇒（下記７参照） 

 

７．会員の賠償責任及び守秘義務 

 

【懸念事項】 

日常的な日本学術会議の運営は会長、副会長、役員会が中心に行い、その他の会員は個別

の審議活動に参画するという会員の役割を踏まえると、会員が賠償責任を負うような場合

は通常想定しがたいと考えられるが､具体的にどのような場合を想定しているのか。また､

役員以外の会員も含む会員一人一人に他法人でいうところの理事（取締役）並みの賠償責任

が課せられるというのは重すぎると考えられる。例えば、賠償責任を負わせる対象から会員

を除外する、会員が賠償責任については「故意・重過失」を要件とする、などとすることが

適当ではないか。 
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また、守秘義務及びその違反に対する罰則が置かれているが、どのような場合を想定して

守秘義務及び違反に対する罰則が必要と考えているのか。 

会員が業務以外のことを行った場合の罰則規定について、必要性に欠けるのではないか。

具体的にどのような場合を想定しているのか。 

【見解】 

総会は、すべての対等な会員から構成される法人の最高意思決定機関であり、かつ執行機

関です（会員は学術的な活動に限らず法人の運営も担います。）。したがって、総会を構成す

る会員は対等に責任を負うことになり、一部の会員を賠償責任から除外することは適当で

はありません。 

もちろん、故意・過失が認められる場合に責任が認められることになるのは、他の法人と

変わりありません。また、具体の賠償額を定める時には、個々の会員の当該事案への関与の

程度によって賠償額に差は生じるものと考えています。 

守秘義務については、法案において、日本学術会議は、法人化後も政府に対し資料の提出、

意見の開陳又は説明その他の協力を求めることができることとしており、国の外部にある

組織に対して引き続き重要な情報を提供するためには、守秘義務規定を整備する必要があ 

ります。独立行政法人等についても同様の秘密保持義務が課せられています。 

業務外業務に対する罰則は、法人には一般的に設けられている規定です。日本学術会議に

ついては想定される業務の範囲が広いため、実際に適用されるケースはそれほど多くはな

いと考えられますが、国が設立する法人が適正に運営されることを担保するために必要な

規定となります。 

 

【問題点】 

 ⇒（6・7について）いずれもが、他の法人等の法制との整合性といった法制上の理由か

ら置かれたもので、適用も例外的な場合に限られるというが、日本学術会議や会員の活

動が萎縮することも懸念される。日本学術会議の場合には、他の法人等とは職務の内容

が他の法人等とは大きく異なっており、ナショナルアカデミーとしての活動に好まし

くない影響が及ばないよう、これらの規定の必要性について、日本学術会議の性格に照

らし十分な精査が行われるべきである。 

 

 

８．設立委員、９．総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）との関係について、１０．

業務運営（省略） 


